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第２章 ロシアによるウクライナ侵攻が世界の
フードセキュリティに与える影響と政策対応 

 

小泉 達治  

 

１．はじめに 

 

2022年 2月のロシアによるウクライナ侵攻は，ウクライナの農業生産・輸出のみならず，

世界の食料需給・フードセキュリティにとって，大きなリスク要因となっている。世界の

栄養不足人口は 2018 年以降，増加傾向にあり，特に 2019 年以降の新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の影響により，世界の栄養不足人口が更に増加する状況下，同侵攻は栄

養不足人口に代表される世界のフードセキュリティの状況を更に悪化させることが国際社

会から危惧されている。同侵攻がウクライナや世界の食料需給・フードセキュリティに与

える影響に関する研究については，まず，FAO が 2022 年 3 月に，同侵攻が世界のフード

セキュリティに与えるリスクの論点整理を行った（FAO, 2022c）。また，Von Cramon-Taubadel 

（2022）は同侵攻が世界穀物市場に与える影響分析を行った。OECD-FAO（2022）はロシ

ア・ウクライナの小麦輸出量減少が世界の小麦価格に与える短期的影響評価を行った。さ

らに，FAO et al.（2022）は同侵攻による世界のフードセキュリティに与える短期的影響評

価を行った。ただし，以上の影響評価については，侵攻直後の初期的な分析が多く，北半

球の穀物生産データが確定する秋以降のデータを反映していない。また，これらの影響を

緩和するためのバイオ燃料政策を中心とする政策課題についても，国別の詳細な分析は行

われていない。このため，本研究では，以上の先行研究を踏まえ，ロシアによるウクライ

ナ侵攻が世界のフードセキュリティに与える影響を論点ごとに考察し，世界のフードセキ

ュリティの現状と同侵攻が開発途上国を中心とするフードセキュリティに与える影響評価

に関する先行研究を踏まえ，今後，国際社会で必要とされるフードセキュリティに関する

政策的対応について考察することを目的としている。 

 

２．ウクライナ侵攻が国際食料需給に与える影響 

 

（１）ウクライナ・ロシアの世界食料需給における位置付け 

ロシア及びウクライナは世界の小麦，大麦，ひまわり油等の主要生産国・輸出国であり，

その生産・輸出動向が世界の食料需給に大きな影響を与えている。ロシアは 2019～2021 年

度における世界の輸出量の 17.8％を占める世界最大の小麦輸出国であり，ウクライナは

9.4％を占める主要輸出国である（第１表）。また，大麦についてもロシアとウクライナは

同年度における世界輸出量のそれぞれ，14.3％，15.2％を占め，同年度の世界のひまわり油

輸出量についてもウクライナは同 45.9％，ロシアは同 28.6％を占めている（USDA-FAS, 
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2022a）。ロシアはトウモロコシの輸出量が比較的低いものの，ウクライナは，同年度にお

ける世界のトウモロコシ輸出量の 14.3％を占めている（USDA-FAS, 2022a）。 

 

第１表 ロシア・ウクライナにおける主要穀物等需給の推移 

 

資料：USDA-FAS(2022a) より作成。 

 

ウクライナはロシアに比べて生産量に占める農産物の輸出割合が高く，2021/22 年度で

はウクライナの小麦の割合が 57％（ロシアは同 47％），大麦は 57％（ロシアは同 19％），

トウモロコシは 64％（ロシアは同 26％），ひまわり油は 96％（ロシアは同 53％）となって

いる(USDA-FAS, 2022a)。このように，ウクライナの農産物生産量に占める輸出量の割合は

ロシアに比べて高い需給構造となっていることが大きな特徴である。 

ロシアからの小麦の 2019～21 年平均の輸出額割合は，トルコが 23％，エジプトが 21％

品目 類型 単位 対象国 2015/20162020/2021 2021/2022 2022/2023
2022/23-
2021/22変化
率

小麦 単収 Mt/ha ロシア 2.39 2.98 2.72 3.17 16.5%

Mt/ha ウクライナ 3.83 3.71 4.46 3.91 -12.3%

収穫面積 1,000ha ロシア 25,577 28,683 27,630 28,700 3.9%

1,000ha ウクライナ 7,115 6,847 7,409 5,250 -29.1%

生産量 1,000 MT ロシア 61,044 85,352 75,158 91,000 21.1%

1,000 MT ウクライナ 27,274 25,420 33,007 20,500 -37.9%

輸出量 1,000 MT ロシア 25,546 39,100 33,000 42,000 27.3%

1,000 MT ウクライナ 17,431 16,851 18,844 11,000 -41.6%

大麦 単収 Mt/ha ロシア 2.12 2.53 2.28 2.76 21.1%

Mt/ha ウクライナ 2.92 3.08 3.7 3.37 -8.9%

収穫面積 1,000ha ロシア 8,042 8,160 7,688 7,600 -1.1%

1,000ha ウクライナ 3,000 2,584 2,680 1,900 -29.1%

生産量 1,000 MT ロシア 17,083 20,629 17,505 21,000 20.0%

1,000 MT ウクライナ 8,751 7,947 9,923 6,400 -35.5%

輸出量 1,000 MT ロシア 4,241 6,259 3,300 5,500 66.7%

1,000 MT ウクライナ 4,412 4,187 5,705 2,400 -57.9%

トウモロコシ 単収 Mt/ha ロシア 4.93 5.08 5.25 5.56 5.9%

Mt/ha ウクライナ 5.71 5.62 7.68 7 -8.9%

収穫面積 1,000ha ロシア 2,671 2,731 2,900 2,700 -6.9%

1,000ha ウクライナ 4,085 5,395 5,486 4,500 -18.0%

生産量 1,000 MT ロシア 13,168 13,872 15,225 15,000 -1.5%

1,000 MT ウクライナ 23,333 30,297 42,126 31,500 -25.2%

輸出量 1,000 MT ロシア 4,691 3,989 4,000 4,000 0.0%

1,000 MT ウクライナ 16,595 23,864 27,000 15,500 -42.6%

ひまわり油 生産量 1,000 MT ロシア 3,552 5,121 5,823 6,195 6.4%

1,000 MT ウクライナ 5,010 5,913 4,644 4,085 -12.0%

輸出量 1,000 MT ロシア 1,541 3,246 3,100 3,700 19.4%

1,000 MT ウクライナ 4,500 5,273 4,465 3,600 -19.4%
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となっている（S&P Global, 2022）。また，ウクライナからの小麦の同年平均の輸出額割合

は，エジプトが 17％，インドネシアが 15％，バングラデシュが 8％,トルコが 7％となって

いる（S&P Global, 2022）。このように，ロシアからの小麦の輸出先は，中東・北アフリカ

地域が主であり，ウクライナからの輸出先は，中東・北アフリカ，アジア地域のように，

ロシアの輸出先に比べて分散している。特に，エジプト・トルコに対しては，ロシア・ウ

クライナ両国からの小麦輸出割合が高い状況となっている。また，大麦についてのロシア

からの輸出先については，2019～2021 年平均輸出額の割合で，サウジアラビアが 39％，ト

ルコが 16％となっており，同年平均のウクライナからの輸出額割合では，中国が 45％，サ

ウジアラビアが 14％，トルコが 9％となっている（S&P Global, 2022）。そして，ウクライ

ナからのひまわり油の 2019～21 年平均における輸出額に占める各輸出先の割合は，イン

ドが 30％，中国が 15％，オランダが 10％となっており，同年におけるロシアからのひま

わり油の輸出額の同割合は，トルコが 25％，中国が 16％，インドが 11％となっている（S&P 

Global , 2022）。さらに，同年におけるウクライナからのトウモロコシの輸出額に占める各

輸出先の割合は，中国が 25％，スペインが 11％，オランダ・エジプトが 10％となってい

る（S&P Global, 2022）。以上のように，ロシア・ウクライナは世界の小麦をはじめとする

世界における農産物輸出シェアが高く，それぞれの輸出先も途上国を中心に多岐にわたっ

ている。 

 

（２）生産・輸出リスク 

 

１）ウクライナの穀物等の生産・輸出動向 

 ウクライナは，冬小麦の生産が主であり，例年，小麦を 9～10月に播種し，翌年の 7～8

月に収穫している。また，トウモロコシについては，同 4～5 月に播種し，同 9～11 月に収

穫している。そして，ひまわり油については，同 4～5 月に播種し，同 9～10月に収穫して

いる（USDA-FAS, 2022b）。ウクライナでは，2022 年 2 月のロシアによる侵攻により，国土

が戦場と化したことで，国内農業生産に大きな影響が生じており，同月以降の農産物の播

種や収穫にも大きな影響が生じている。特に，種子の不足，作付・収穫面積の減少，農業

労働力の不足等により，前年度に比べて生産量が大きく減少している。 

また，穀物等の輸出についても，黒海沿岸の港湾施設がロシアによる海上封鎖やウクラ

イナ自身による機雷敷設により，ウクライナ侵攻後の 2022 年 2 月末から 6 月まで穀物等

の輸出が困難となった。その後，トルコのイニシアティブにより，ロシア，ウクライナ，

国連の合意の下，黒海にウクライナ産の穀物等を輸送する国際的枠組みが設置されたこと

により，8 月以降はウクライナ産の穀物等が黒海を通じて，輸出できるようになった。こ

の枠組みは 11 月に期限を迎えたが，同月に 120 日間の延長が決定した。さらに，2023 年

3 月 19 日に再延長されたが，ロシアの主張により，120 日間ではなく，60 日間の延長合意

となった。 

ウクライナにおける 2022/23 年度の小麦収穫面積は前年度比 29.1％減少，単収は 12.3％
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減少，生産量は 37.9％減少，輸出量は同 41.6％減少することが見込まれている（第１表）。

また，同年度の大麦の収穫面積は前年度比 29.1%減少，単収は 8.9％減少，生産量は 35.5％

減少，輸出量は 57.9％減少することが見込まれている。そして，トウモロコシの収穫面積

は 18.0％減少，単収は 8.9％減少，生産量は前年比 25.2％減少，輸出量は 42.6%減少するこ

とが見込まれている。さらに，ウクライナのひまわり油生産量は前年度比 12.0％減少，輸

出量は同 19.4％減少することが見込まれている。 

以上のように，2022/23 年度はロシアによるウクライナ侵攻により，ウクライナの農産物

については前年度に比べて，収穫面積の大幅な減少から，生産量が減少し，8 月以降，黒

海からの輸出が再開できるようになったものの，輸出量は前年度に比べて大きく下回って

いる。このため，ウクライナからの農産物の輸入割合が高い国・地域では，他の国からの

輸入を手当することで国内需要を満たさざるを得ない状況となった。 

 

２）ロシアの穀物等の生産・輸出動向 

一方，ウクライナに侵攻したロシアの 2022/23年度における小麦生産量は前年度比 21.1％

増加，輸出量は同 27.3％増加することが見込まれている（第１表）。また，同年度における

大麦生産量は同 20.0％増加，輸出量は同 66.7％増加することが見込まれている。そして，

ひまわり油生産量は同 6.4％増加，輸出量は同 19.4％増加している。特に，ロシアでは

2022/23 年度の小麦が史上最大の豊作となっており，前年度に比べて大幅に輸出量が増加

している。EU，米国，日本等は，ロシアのウクライナ侵攻に対して，外貨準備の凍結や主

要銀行の国際銀行通信協会（SWIFT）からの排除を中心とする経済制裁を行っている。ロ

シアの穀物輸出は，西側諸国による経済制裁の直接の対象ではないが，ロシア政府は他の

制裁によって穀物を輸出するための船便の確保や代金の決済に影響が生じていると主張し

ている（長友, 2022b）。ただし，現在(1)のところ，ウクライナ侵攻による影響を背景に，ロ

シアの小麦，大麦，ひまわり油の生産量・輸出量は前年度よりも大幅に増加している状況

にある。 

 

３）世界の穀物等の生産・輸出動向と今後のリスク 

小麦について，世界全体でみた場合，2022/23 年度はウクライナの生産量・輸出量が減少

するものの，ロシア・カナダ等の生産量・輸出量が増加するため，前年度に比べて世界の

小麦生産量，輸出量はそれぞれ，0.4％，2.9％増加，期末在庫率(2)も前年度の 35.0％から本

年度は 34.1％とわずかな減少にとどまる見込みである（第２表）。また，大麦については，

前年度に比べてウクライナが減産するものの，ロシア・カナダの増産により，世界の生産

量は 2.4％増加し，輸出量はウクライナの減少により，9.2％減少となっているものの，期

末在庫率は前年度の 12.4％から今年度の 12.1％とわずかな減少とにとどまる見込みである。

そして，トウモロコシについては，前年度に比べてブラジルが増産するものの，米国・ウ

クライナが減産するため，2022/23 年度は前年度に比べて世界の生産量，輸出量はそれぞ

れ，4.0％，9.5％減少となる。ただし，期末在庫率については前年度の 26.0％から本年度は
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25.7％とわずかな減少にとどまる見込みである。さらに，ひまわり油については，前年度

に比べてウクライナが減産するものの，ロシア・トルコが増産するため，2022 年度は前年

度に比べて世界の生産量は 1.3％増加する見込みである。世界のひまわり油の輸出量につ

いてはウクライナの減少により，3.7％減少となるが，期末在庫率は前年度の 13.0％から

12.7％とごくわずかな減少にとどまる見込みである。以上のように，2022/23 年度について

は，ウクライナの減産により，世界の大麦，トウモロコシ，ひまわり油の輸出量は前年度

に比べて減少するものの，小麦については増加する見込みである。ただし，各農産物の需

給のタイト感を示す指標として一般に用いられる期末在庫率については前年度に比べて大

きな変化はみられない。 

 前述のように，黒海からウクライナ産の穀物を輸送する国際的枠組みが設置され，2022

年 11 月に延長が決定した。この延長についてロシアは 10 月末に無期限の停止を表明した

ものの，最終的には合意した。さらに，2023 年 3 月 19 日には再延長されたが，60 日間の

延長合意となった。ただし，今後もロシアが合意するか否かといった不確実性がある。ま

た，合意しても，ロシア側が貨物船検査の迅速化に協力しないリスクも抱えている。今後

の侵攻が長期化し，ウクライナ内陸部の輸送インフラ，港湾インフラ，貯蔵施設等がロシ

アにより更に破壊され，農産物の輸送が円滑に実施されなくなるリスクも抱えている。 

 

第２表 世界における主要穀物等需給の推移 

 

資料：USDA-FAS(2022a) より作成。 

 

 

品目 類型 単位 対象国 2015/2016 2020/2021 2021/2022 2022/2023
2022/23-

2021/22変化率

小麦 単収 Mt/ha 世界計 3.3 3.51 3.51 3.55 1.1%

収穫面積 1,000ha 世界計 223,951 220,510 222,116 220,407 -0.8%

生産量 1,000 MT 世界計 737,958 774,530 779,442 782,675 0.4%

輸出量 1,000 MT 世界計 172,972 203,330 202,837 208,651 2.9%

期末在庫率 世界計 34.7% 37.5% 35.0% 34.1% 　　　　　-

大麦 単収 Mt/ha 世界計 2.95 3.07 2.99 3.15 5.4%

収穫面積 1,000ha 世界計 50,716 52,455 48,634 47,254 -2.8%

生産量 1,000 MT 世界計 149,569 160,911 145,518 149,002 2.4%

輸出量 1,000 MT 世界計 30,823 36,281 32,669 29,657 -9.2%

期末在庫率 世界計 17.7% 12.9% 12.4% 12.1% 　　　　　-

トウモロコシ 単収 Mt/ha 世界計 5.4 5.67 5.87 5.77 -1.7%

収穫面積 1,000ha 世界計 187,993 199,035 207,259 202,570 -2.3%

生産量 1,000 MT 世界計 1,014,846 1,129,290 1,217,463 1,168,385 -4.0%

輸出量 1,000 MT 世界計 120,795 182,603 201,834 182,740 -9.5%

期末在庫率 世界計 31.1% 25.5% 26.0% 25.7% 　　　　　-

ひまわり油 生産量 1,000 MT 世界計 15,469 19,032 19,851 20,105 1.3%

輸出量 1,000 MT 世界計 8,176 11,331 10,967 10,565 -3.7%

期末在庫率 世界計 13.5% 10.2% 13.0% 12.7% 　　　　　-
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（３）農業投入財リスク 

世界の三大肥料と呼ばれる窒素，リン酸，カリウムの需要量は，世界食料生産量の増加

を受けて，増加傾向にある。こうした状況下，窒素肥料の原料となるアンモニア生産に必

要な天然ガス価格が高騰したこと，ロシアを中心とする肥料輸出国による輸出規制，

COVID-19による肥料輸送の制約問題等により，2021 年後半から肥料価格は高騰した（第

１図）。特に，窒素肥料である尿素について，ロシアは世界の輸出量の 15％を占める最大

の輸出国であり，リン酸肥料については，世界の輸出量の 12％を占める世界第 3位の輸出

国，カリウムでは世界の輸出量の 18％を占める世界第２位の輸出国である（FAO, 2022b）。

ロシアでは，国内の無機肥料価格の上昇を抑制し，2022 年春の播種期に向けて国内農業生

産者への供給確保を図るため，2021 年 12月から 2022 年 5 月の間，無機肥料の数量制限措

置を導入した。さらに，22 年 7月以降も窒素肥料の輸出枠を設定している（長友, 2022a）。

2019～21年平均の金額ベースでみたロシアからの尿素の輸出先は，ブラジルが 23％，米国

が 13％，フィンランドが 8％となっている。また，リン酸塩の輸出先は，ウクライナが 60％，

ベラルーシが 20％，キルギスが 12％となっている。そして，カリウム肥料の輸出先では，

ブラジルが 33％，中国が 22％，米国が 7％，インドネシアが 6％となっている（S&P Global, 

2022）。このように，ロシアは尿素・カリウムについては，ブラジルへの輸出割合が高く，

リン酸塩ではウクライナ，ベラルーシといった近隣国への輸出割合が高い状況にあった。

なお，ロシアは，ウクライナ侵攻後，「友好国」であるブラジル，インド，中国，南アフリ

カ，イランへの無機肥料輸出量が増加しているものの，「非友好国」とされた EU，米国，

日本，韓国等の多くの国に対する無機肥料輸出量は減少しているものと見込まれる(3)。こ

のため，2022 年のロシアからの肥料輸出先では，ウクライナへのリン酸塩の輸出がほぼ途

絶し，尿素やカリウムについては「非友好国」である米国等への輸出額が大幅に減少する

一方で，ブラジル等の「友好国」への輸出額が増加することが見込まれる。 

 そして，COVID-19 からの世界経済の急速な回復による石油製品の需要増加，これによ

る一部産油国の協調減産等により，2021 年以降，国際原油価格及び天然ガス価格が上昇し

た。さらに，ロシアによるウクライナ侵攻の影響により，2022 年 3 月以降，更にこれらの

エネルギー価格が高騰した。国際原油価格等は同年夏をピークとし，それ以降，下落傾向

にあるものの，COVID-19 の世界的流行（パンデミック）発生前の水準を超えて推移して

いる(4)。 
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第１図 肥料価格の推移 

資料：World Bank(2022)より作成。 

 

（４）農業投資等のリスク 

ウクライナの農業投資については，第２図のように，最近の農業知識・イノベーション

関連投資額及び農業インフラ開発・維持関連投資額は 2012 年まで増加傾向にあったが，そ

れ以降，減少傾向で推移している。特に，国土が戦場と化した 2022 年 2 月以降はこの農業

投資額が侵攻以前に比べて更に減少することが見込まれる。ロシアによるウクライナ侵攻

について，まずは，早期に戦争を平和的に終結させることが必要である。そして，農業投

資が早期に回復するか否かは今後のウクライナ農業生産の回復にとって，非常に重要な要

因である。また，農薬や種子等の農業投入財も同年度は侵攻後に大きく減少しているもの

と見込まれるが，これらの供給の早期回復もウクライナの農業生産の回復にとって，重要

な要素である。そして，農業労働者のみならず農産物輸送や農業関連産業に従事する労働

者が軍関係者として動員されることによる農業や関連産業の労働力の不足が現在及び将来

のウクライナ農業生産におけるリスクとしてある。また，ウクライナ侵攻がいつ終結する

か不透明であるが，終結後のこうした労働者の生産復帰の遅れもウクライナの農業生産減

少のリスク要因としてあげられる。 

 一方，ロシアの農業投資額については，第２図のように，最近の農業知識・イノベーシ

ョン関連投資額は 2012 年まで増加傾向にあったが，以降は基調として減少傾向にある。ま

た，農業インフラ開発・維持関連投資額も基調として 2019 年まで増加傾向にあったが，そ

れ以降は減少傾向にある。特に，ロシアに課された経済制裁による経済の停滞から，農業

投資額が今後，減少するリスクがある。また，この経済制裁により，同国が主として欧州
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からの輸入に依存している農薬，種子，農業機械等の農業投入財の輸入が経済制裁によっ

て，滞ることにより，農業生産が減退するリスクもある。さらには，ロシアによるウクラ

イナ侵攻の長期化による軍関係者の予備役招集とこれによる生産年齢人口の国外流出の影

響により，農業及び関連産業における労働力が今後，不足することによる農業生産減少リ

スクも考えられる。 

 

第２図 ロシア・ウクライナにおける農業投資額の推移 

資料：OECD(2022)より作成。 

 

なお，Koizumi（2019）は，気候変動の影響を受ける状況下，ロシア・ウクライナにおけ

る農業投資の今後の継続が中長期的な世界の小麦価格安定に最も寄与することを計量モデ

ルにより明らかにした。この影響試算結果から，ウクライナ・ロシアにおける農業投資は

今後の国際小麦価格の安定に極めて重要な要素であることが計量モデル結果から導き出さ

れた。 

 

（５）輸出規制によるリスク 

ロシアでは，小麦，大麦，トウモロコシを対象に年度前半（7～12 月）に「可変輸出関

税」が適用され，年度後半（1～6 月）に「輸出関税割当制度」が適用されている。「可変輸

出関税」は，穀物の平均的な輸出価格と固定された基準価格との一定割合を輸出関税とし

て徴収する仕組みである。「輸出関税割当制度」とは，所定の数量枠の範囲内の輸出に対し

ては，相対的に低い関税率を適用し，枠を超えた輸出については非常に高い関税を課すこ

とにより，輸出量を数量枠の範囲に抑える仕組みである（長友, 2022a）。2022 年 4 月 1 日
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以降，油糧種子であるひまわり種子及び菜種は輸出禁止措置が適用され，植物油・オイル

ミール(5)も輸出枠が設定されている。 

さらに，2022 年 5 月にはロシアをはじめ，世界 15 か国が農産物・食品の輸出規制を実

施した。対象品目としては，小麦，コメ，トウモロコシといった穀物に加え，油糧種子，

小麦製品，植物油，豆類，魚，野菜，砂糖，鶏卵等の多岐にわたり，同年末段階で 25 か国

が農産物・食品の輸出規制を行った（IFPRI, 2022）。 

こうした輸出規制は，国内の穀物等の価格高騰を抑制し，国民への供給量を確保するた

め，つまり，国レベルとしてのフードセキュリティの確保を図るために実施されたもので

ある。農産物・食品の輸出規制は，後述するように，自国におけるフードセキュリティの

構成要素である「量的充足」及び「安定性」を確保するため，国外への食料への流出を防

ぎ，国内の食料供給量及び価格を安定させるために実施されている。また，インドでは，

農業投入財である肥料価格への補助を実施しているが，こうした補助が国内向けでなく，

輸出向けに使用されることを制限するためにも穀物の輸出規制を行うケースもある(6)。 

輸出規制と世界貿易機関（WTO）ルールとの関係では，関税及び貿易に関する一般協定

（GATT）第 11 条「数量制限の一般的廃止」により，関税その他の課徴金以外のいかなる

禁止又は制限は新設・維持してはならないとされている。ただし，加盟国は各協定の規定

に基づき例外的に輸出の禁止及び制限のための措置をとることができる。まず，GATT 第

11 第 2 項（a）において「輸出の禁止又は制限で，食糧その他の不可欠な産品の危機的な

不足を防止し，又は緩和するために一時的に課するもの」については適用しないとされて

いる。さらに，WTO 農業協定第 12 条では，「輸出の禁止又は制限を新設する加盟国は，

当該禁止又は制限が輸入加盟国のフードセキュリティに及ぼす影響に十分な考慮を払う」

こと及び「輸出の禁止又は制限を新設するに先立ち，農業に関する委員会に対し，実行可

能な限り事前かつ速やかにそのような措置の性質及び期間等の情報を付して書面により通

報する」ことを遵守することしている。こうした輸出規制について，WTO 事務局長は，各

国が措置を公表すること，数量制限に関する決定及び農業協定に基づき通報すること等に

よって透明性を向上させることを呼びかけている（外務省, 2020）。このように，輸出規制

については，現行の WTO 農業協定においても例外的に認められており，これまでも頻繁

に実施されてきたにもかかわらず，WTO 農業協定第 12 条に基づく事前通報を行った国は

2022 年に発動した 25か国中 4国しかない（IFPRI,2022）。 

米国政府は，国際大豆価格が高騰した 1973 年に大豆輸出禁止措置を実施した。ただし，

その後，米国政府は大豆輸入国からの信用を失い，中長期的には世界の大豆輸出シェアを

失うこととなった(7)。また，米国政府はアフガニスタンに侵攻したソ連への経済制裁のた

め，1980 年にソ連への穀物輸出を禁止した。この結果，ソ連は禁輸措置に同調しなかった

アルゼンチン，ブラジル等からの穀物輸入を増やすことで対応したため，米国はソ連の穀

物市場を失う結果となった。米国政府は，こうした輸出規制を世界農産物輸出シェアや輸

出機会を失う多大なるリスクであるとの認識・反省を踏まえ，これ以降，米国政府は農産

物の輸出規制を実施していない。 
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2006～2008 年の「食料危機」の時期には，多くの農産物輸出国がこうした輸出規制を行

うことにより，国際農産物・食品価格は上昇・不安定化し，農産物・食品等を輸入に依存

する開発途上国のフードセキュリティに悪影響を与えた。こうした措置はグローバルレベ

ルである世界のフードセキュリティの確保を妨げるものである。また，農産物の輸出規制

の多くは，短期の実施のため，中長期的には世界の食料需給に大きな影響を与えないもの

と一般には考えられてきた。しかし，短期の輸出規制であっても中長期的に世界食料市場

に影響を与えることが OECD からも指摘された（Deuss, 2017）。このため，こうした農産

物・食料等の輸出規制については，現行の WTO 農業協定において例外的に認められてい

るものの，世界のフードセキュリティの確保にとって悪影響を与えるリスク要因となるも

のとして，今後も国際社会から厳しく監視していくことが必要である。 

 

（６）穀物・農産物価格への影響 

国際穀物等価格は，2020 年後半以降，北米・南米の乾燥基調による減産，COVID-19 の

影響によるサプライチェーンの混乱等により，高値圏で推移してきた。特に，2022 年 3 月

以降は，ロシアによるウクライナ侵攻の影響に加えて，化学肥料価格，輸送コスト，物価

の上昇等により，国際穀物等価格が上昇するのみなならず，価格の変動性が高い状況とな

ってきている。品目別にみると，小麦価格は 2021 年以降，上昇基調にあり，ウクライナ侵

攻以降，更に上昇し，2022 年 5月は 522.3USD/トンまで上昇したが，その後は下落基調に

ある（第３図）。また，トウモロコシ・大豆価格も 2020 年以降，上昇基調にあり，2022 年

5 月にトウモロコシは 344.8USD/トン，大豆は同年 6 月に 737.1 USD/トンまで上昇したが，

その後，下落しており，前年同月の水準を下回っている。ただし，それでも各価格は COVID-

19 パンデミック前の水準を上回って推移している(8)。 

FAO 食料価格指数（FAO food price index）(9)は，穀物等価格の上昇を受けて，2021 年か

ら上昇し，ウクライナ侵攻直後の 2022 年 3 月には 159.7 と過去最高値を記録した。その

後，2022 年 10 月段階では 135.9 まで下落し，侵攻発生前の水準に戻り，前年同期を上回っ

ているものの，COVID-19 パンデミック前の水準を上回って推移している(8)（FAO, 2022a）。

さらには，農産物価格高騰に加えて，2022 年春以降，世界各国の主要通貨に対するドルの

価値が急速に上昇することにより，現地通貨建ての食料価格高騰リスクも抱えている。2022

年 2 月から 9 月にかけての現地通貨建ての小麦価格は，トルコが 44％，日本が 33％，英国

が 28％，EU が 23％，中国が 18％上昇した（World Bank, 2022）。このように，現地通貨建

ての小麦輸入価格の上昇は，食料輸入国に大きな影響を与えている。また，現地通貨建て

のトウモロコシ輸入価格の上昇も同様に，飼料価格の上昇につながり，日本をはじめ多く

の飼料原料輸入国にとって，畜産物の生産コスト上昇要因となり，各国の畜産農家の経営

を圧迫している点にも十分な注視が必要である。 
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第３図 国際穀物等価格の推移 

資料：World Bank (2022)より作成。 

 

３．世界のフードセキュリティの状況 

 

（１）フードセキュリティとは 

それでは，世界の飢餓の状態を示す，フードセキュリティの定義について解説したい。

現在，国際的に使用されているフードセキュリティの定義は，2009 年に FAO「世界食糧サ

ミット」において合意された「全ての人がいかなる時にも，彼らの活動的で健康的な生活

を営むために必要な食生活のニーズと嗜好に合致した十分かつ安全で，栄養のある食料を

物理的にも社会的にも経済的にも入手可能であるときに達成される」である。このフード

セキュリティには４つの大きな構成要素がある。まず，第１に，量的充足（Availability）で

ある。これは，国内生産又は輸入によって供給される，適切な品質である食料の十分な量

の確保を意味する。この供給には食料援助も含まれる。第２に，物理的・経済的入手可能

性（Access）である。これは，栄養ある適切な食料を獲得するために必要な「交換権原」

(10)への個人によるアクセスである。第３に，適切な利用（Utilization）である。これは，栄

養的に満足な状態を達成するために，十分な食事，清潔な水，衛生，健康管理を通じた食

料の利用を意味する。このことは，フードセキュリティにおいて，食料・農業部門以外の

重要性を示唆している。第４に，安定性（Stability）である。これは，フードセキュリティ

を確保するために，いかなるときも全世帯，個人が十分な食料にアクセスできることを意

味する。特に，偶発的ショック（気候変動による危機や経済的危機）及び循環的現象（季
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節的な食料不安）の結果として，食料へのアクセスを失うリスクにさらされる事態は避け

るべきである。このため，安定性の概念は，フードセキュリティの量的充実とアクセスの

両側面に関連することになる。そして，フードセキュリティは，世界，地域（地理的区分），

国，地方，自治体，集落，家庭，個人レベルまでを包括している(11)。以上のように，国際

社会において，人類共通の課題であるフードセキュリティの定義を明確にすることは，各

加盟国間における今後の国際的な食料問題の対象を明確にすることにより，国際的な政策

協調をより有効に実行できる点で極めて重要である。 

 

（２）世界のフードセキュリティの現状と見通し 

世界の食料需給は，以上のフードセキュリティの定義のうち，「量的充足」に該当し，最

も基本的かつ重要な構成要素である。また，世界食料需給が均衡した状態を表す国際食料

価格の安定は，フードセキュリティの定義のうち，「物理的・経済的入手可能性」及び「安

定性」を表す重要な構成要素である。ただし，世界食料需給は，フードセキュリティの重

要な基本的構成要素であるが，その全てを表す指標ではない。フードセキュリティは，関

連する多くの原因に由来し，多様な事象となって現れる。FAO では，2013 年以降，31 か

ら成るフードセキュリティ指標を導入し，フードセキュリティを構成する４つの側面を個

別に評価することを通じて，世界各国・地域のフードセキュリティの評価を行っている(12)。

この指標では，量の確保のみのならず，栄養・衛生面の確保も重要な位置付けとなってい

る。このうち，栄養不足蔓延率から算出される栄養不足人口の推移が世界のフードセキュ

リティの状況を表す指標として，世界で最も多く使用されている。 

FAO et al.（2022） によると，2021 年における飢餓に苦しむ人々は世界で 7 億 6,790 万

人と推計されている。世界の人口に占める栄養不足人口の割合は，2005 年の 12.3％から

2017 年には 7.6％に低下したものの，2021 年には 9.8％まで上昇している（第４図）。特に，

COVID-19 の影響により，世界では 2019 年から 2020 年にかけて 150 百万人の栄養不足人

口が増加したと推計されている（FAO et al., 2022）。このように，世界の栄養不足人口の割

合は，これまで減少傾向にあったものが，わずかながら上昇傾向に転じており，現在も世

界のほぼ 10 人に 1 人が飢餓に苦しんでいる状況にある。地域別の栄養不足人口では，南

アジアが最も多く，次いでサハラ以南アフリカとなっている。南アジアでは，2005 年の 326

百万人から 2017 年には 233 百万人まで減少したものの，その後，増加し，2021 年には 332

百万人まで増加している。また，サハラ以南アフリカでは，2005 年の 175 百万人から 2010

年には 158 百万人まで減少したものの，その後，増加し，2021 年には 261 百万人まで増加

している。ただし，人口比でみると，2021 年における南アジアにおける全人口に占める栄

養不足人口比は，17％に対して，サハラ以南アフリカ地域では全人口の 23.2％とほぼ 4 人

に 1 人が飢餓に苦しんでいる状態にある(13)（FAO et al., 2022）。 
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第４図 世界栄養不足人口の推移 

資料：FAO et al. (2022)より作成。 

 

国別にみると，2019～2021 年において，中央アフリカが全人口の 52％が栄養不足人口と

なっており，国民の過半数が栄養不足の状態となっている。また，マダガスカルでは同 49％，

ハイチでも 47％と国民の半分程度が栄養不足の状態となっている（FAO et al., 2022）。そし

て，北朝鮮，イエメンでも栄養不足人口の割合は４割強となっており，多くが 2004-2006 年

からの状態が悪化している。なお，同年におけるウクライナにおける栄養不足人口の割合

は 2.8％（FAO et al., 2022）とこれらの国々に比べてかなり低いものの，ロシアによるウク

ライナ侵攻の 2022 年 2 月以降，その割合が上昇しているものと見込まれる。さらに，同侵

攻の長期化により，現在も栄養不足人口の割合が高い国々における割合が上昇することが

懸念される。このため，2030 年までに飢餓をゼロにするという「持続可能な開発目標」

（SDGs）に向けてより一層，対策を講じる必要があり，特に，サハラ以南アフリカ地域に

ついては，飢餓撲滅に向けて重点的に対策を講じる必要がある。また，OECD-FAO は 2022

年 6 月に「OECD-FAO 農業見通し 2022-2031」（OECD-FAO, 2022）を公表した。この見通

しの趨勢予測では，これまでの傾向が続く場合，2030 年までに SDGs 目標２の「飢餓の撲

滅」は達成されないとの見通しを示した(14)。 

 

４．ウクライナ侵攻が開発途上国のフードセキュリティに与える影響 

 

（１）ウクライナ侵攻が世界の小麦需給に与える短期的な影響 

前述したOECD-FAOが2022年6月に公表した「OECD-FAO農業見通し2022-2031」（OECD-
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FAO, 2022）では，ウクライナ侵攻が世界食料需給に与える中長期的な影響については，入

手可能なデータからは評価できないとしたものの，趨勢予測とは別に，ロシア・ウクライ

ナの小麦輸出量減少を想定したシナリオ予測により，国際小麦価格に対する短期的な影響

を試算した。第３表は，ロシアからの小麦輸出量が2022/23年度において，趨勢予測に比べ

て0％から50％に減少する４つのケースと，同年度におけるウクライナからの小麦輸出量

が，趨勢予測に比べて0％から100％減少する４つのケースごとに異なるシナリオの設定に

よる国際小麦価格に与える影響を組み合わせた16のケースについて，マトリックス的に表

示したものである。こうした短期的影響試算の結果，2022/23年度におけるロシアからの小

麦輸出量は変化せず，ウクライナの小麦輸出量が完全に途絶した場合，国際小麦価格は，

趨勢予測に比べて19％上昇することが予測された（第３表）。また，ウクライナの小麦輸

出量が完全に途絶かつ同年度のロシアの小麦輸出量が半減するケースでは，国際小麦価格

は同34％上昇する予測結果となった。ただし，これらのシナリオは，2022年4月上旬までに

入手可能な情報を基に予測したものである。米国農務省は同年5月以降に，同年度のロシア

の小麦輸出量が昨年度に比べて，増加するとの見通しを公表しており，こうした需給動向

はこのシナリオには反映されていない。このため，このOECD-FAOによる短期的影響試算

はあくまでも初期的な影響評価であると解する必要がある。 

 

第３表 エネルギー，肥料，穀物価格の見通し 

 

資料：OECD-FAO(2022)より作成。  

 

（２）食料価格高騰が開発途上国のフードセキュリティに与える影響 

食料価格の上昇は，所得，エンゲル係数，主食消費支出割合の相違によって，先進国や

開発途上国の家計に異なる影響を与える。2019 年におけるエンゲル係数は，米国では

15.3％，ドイツは 18.3％と低く，OECD 諸国では米国の 15.3％からエストニアの 34.0％の

範囲内となっており，日本は 25.7％である（OECD, 2022）。ただし，低開発途上国の同係

数は 50％以上となるケースもある。また，先進国に比べて，開発途上国ほど所得に占める
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主食の支出割合が高い傾向にある。このため，同じ食料価格が高騰しても，エンゲル係数

や主食の支出割合が先進国に比べて高い傾向にある開発途上国に対して，より大きな悪影

響を与えやすい傾向にある（Trostle, 2008）。さらに，同じ国でも，所得階層に応じて，エ

ンゲル係数や主食の支出割合が異なるため，比較的所得が高い階層よりも，低い階層に比

較的大きな影響が出やすい傾向にある。このため，食料価格の上昇は，先進国よりも開発

途上国，そして，所得階層が比較的高い階層よりも低い階層に大きな影響を与えやすい点

に注意が必要である。 

 

（３） ウクライナ危機が世界の栄養不足人口に与える影響 

FAO et al.（2022）は，The State of Food Security and Nutrition in the World 2022 において，

ロシアによるウクライナ侵攻が世界の栄養不足人口に与える短期的な影響を試算した。ま

ず，2022/23 年度において，世界の穀物と油糧種子の輸出量が 24百万トン不足する場合を

想定した中程度（Moderate）のシナリオを設定した。また，同年度において，世界の穀物

と油糧種子の輸出量が 58 百万トン不足する場合を想定したより深刻なショック（More 

severe shock）シナリオを設定した。中程度シナリオの場合，同年度の国際小麦価格は 8.7％

上昇，栄養不足人口は 741.5 百万人となり，シナリオによるショックを与えない趨勢予測

に比べて 7.6 百万人増加する予測結果となった。また，より深刻なショックシナリオの場

合，同年度の国際小麦価格は 21.5％上昇，栄養不足人口は 747.0 百万人となり，趨勢予測

に比べて 14.9 百万人増加する予測結果となった。地域別にみると，中程度シナリオの場合，

2022/23 年度は趨勢予測に比べて中近東・北アフリカでは 1.0％増加，サハラ以南アフリカ

地域では 0.86％増加，ラテンアメリカ・カリブ海諸国では 0.93％増加，アジア・太平洋地

域では 0.62％増加する予測結果となった。さらに，より深刻なショックシナリオの場合，

同年度において，サハラ以南アフリカでは，趨勢予測に比べて 1.99％増加，中近東・北ア

フリカでは 1.98％増加，アジア・太平洋地域では 1.13％増加，ラテンアメリカ・カリブ海

諸国では 1.41％増加する予測結果となった。 

 以上のシナリオ予測の結果，2022/23 年度において，世界の穀物と油糧種子の輸出量が

58 百万トン不足した場合を想定したより深刻なショックシナリオでは，世界の栄養不足人

口は更に増加し，特に，サハラ以南アフリカ，中近東・北アフリカ地域に大きな影響を与

えることが予測された。このように，サハラ以南アフリカ，中近東・北アフリカ地域は，

家計に占める食料消費支出割合が高く，ロシア・ウクライナからの小麦輸入に依存してい

る地域であるため，世界の小麦，トウモロコシ，植物油輸出量減少によるショックに対し

て最も脆弱な地域であると特定できる。このため，今後はこれらの地域への食料・農業支

援を重点的に行う必要がある。 

 

（４） 農業投入財価格高騰が今後の開発途上国のフードセキュリティに与える影響 

世界銀行によると，肥料価格指数(15)は 2022 年 4 月をピークに上昇したものの，それ以

降は下落基調にあり，2023 年の肥料価格指数は前年に比べて 12.1％下落，2024 年も同 9.7％
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下落することが予測されている（第４表）。また，エネルギー価格指数(16)も 2022 年 6月を

ピークに上昇したものの，2023 年は前年比 11.2％下落，2024 年は 12.2％下落することが予

測されており，穀物価格指数(17)も 2023 年は前年比 5.6％下落，2024 年は同 0.9％下落する

予測結果となっている（World Bank, 2022）。第４表のように，2023 年・2024 年の見通しに

おけるエネルギー及び肥料の価格指数の下落率は，穀物の価格指数の下落率を大きく上回

る。また，肥料価格指数を穀物価格指数で除した価格比は，2021 年の 1.07 から 2022 年は

1.47 まで上昇したものの，2023 年以降は下落，2024 年は 1.25 まで下落する見通しとなっ

ている。ただし，2023 年の価格比は依然として 2021 年の水準を上回ることが見込まれる。

そして，エネルギー価格指数を穀物価格指数で除した価格比は，2021 年の 0.77 から 2022

年は 1.02 まで上昇したものの，2023 年以降は下落，2023 年は 0.85 まで下落することが見

込まれる。ただし，2023 年のこれらの価格比は依然として 2021 年の水準を上回ることが

見込まれる。以上のように，世界銀行の見通しによると，2023 年以降は，肥料・エネルギ

ー価格指数は下落し，今後，穀物価格指数に占める肥料・エネルギー価格指数の割合が下

落するものの，ウクライナ侵攻前の 2021 年の水準を上回るため，依然として，農業投入財

である肥料・エネルギー価格は穀物生産コストを圧迫する要因となることが見込まれる。 

 

第４表 エネルギー，肥料，穀物価格の見通し 

 

資料：World Bank（2022）より作成。 

 

５．ウクライナ侵攻による国際的な政策対応 

 

（１）今後，求められる政策的対応 

ロシアによるウクライナ侵攻については，まずは，早期かつ平和的に戦争を終結させる

ことが重要である。ただし，同侵攻はすでに長期化の様相を見せている。このため，すで

にロシアにより侵攻されたウクライナでは，ロシアによる攻撃で多くのインフラ施設が破

壊，農地も荒廃している状況にあるため，食料支援等の人道的な支援が急務である。前述

のように，国土が戦場と化したウクライナにおいて，2022/23 年度以降は農業投資が侵攻以

前に比べて更に減少し，農薬や種子等の投入財の供給量も侵攻後に大きく減少しているも

のと見込まれる。このため，ウクライナにおいて農業生産が早期に回復できるように，農

業投資や農業投入財（農業資材等）の供給についての迅速な国際的支援・協力が必要であ

　　　　（指数：2010年=100）

2021年 2022年
2023年

（予測）

2024年

（予測）

2023/22年

変化率

2024/2023

年変化率

エネルギー価格指数 (a) 95.4 151.7 134.7 118.3 -11.2% -12.2%

肥料価格指数 (b) 132.2 219.5 192.9 174.1 -12.1% -9.7%

穀物価格指数 (c) 123.8 149.3 141 139.8 -5.6% -0.9%

エネルギー価格指数(a)/穀物価格指数(c) 0.77 1.02 0.96 0.85               -               -

肥料価格指数(b)/穀物価格指数(c) 1.07 1.47 1.37 1.25               -               -
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る。これに加えて，農業労働力や関連産業の労働力の不足も同国の農業生産減少のリスク

要因としてあげられる。このため，こうした労働力の確保に向けた国際協力を行う必要が

ある。ただし，農業投資や投入財といった金融支援や投入財の供給確保に比べて，戦争後

の人材の確保は遥かに困難な課題となるものと考えられる。これは，ウクライナに侵攻し

た当事国であるロシアでも同様の問題を有しているものと考える。 

一方，フードセキュリティの脆弱性が増加している開発途上国への短期的な栄養不足人

口の解消に向けた取り組みは，WFP（国連世界食糧計画）等からの緊急援助による迅速な

食料の供給体制が必要となる。そして，中長期的な供給側の取り組みとしては，これまで

以上に農業投資を継続的に実施していくことが必要である。また，先進国も含めて低所得

者層への価格上昇の影響を緩和するための補助・支援措置が必要であるとともに，肥料・

エネルギー，飼料価格高騰による農業生産コスト上昇を緩和する補助措置も必要である。 

慢性的栄養不足と飢餓は FAO（国連食糧農業機関）等の国際社会では同義語として使用

されているが，飢餓は，飢饉のみならず，貧困とも密接に関係している(18)。このため，飢

餓を減らすには，食料生産の増産のみでは不十分で，貧困を解消し，人々が必要とする食

料を購入できるように十分に所得を得られるようにすることが重要である。国際通貨基金

（IMF）による世界経済見通しでは，世界全体の 2022 年の実質 GDP 成長率は，3.2％から

2023 年には 2.7％に減速することが見込まれている（IMF, 2022）。こうした状況下，開発途

上国を中心に人々が必要とする食料を購入することが困難となる状況が発生することが考

えられるため，所得の向上に向けた国際的な支援・協力が必要である。さらには，必要と

する食料を確保し，食料を平等に分配できるよう，均等分配を阻害する社会的習慣を変え

ていくことも重要となる(19)。 

そして，世界の食料貿易においては，世界各国のフードセキュリティの確保を妨げるリ

スクのある輸出規制を国際・国連機関等が厳しく監視していくことが重要である。さらに，

在庫政策としては，適切な在庫管理システム，食料不足時における柔軟な在庫放出，フー

ドサプライチェーンの充実も世界のフードセキュリティの確保にとって重要な要素となっ

ている。特に，非効率的な食料貯蔵，道路インフラの改善，未発達な食料加工技術による

フードロスの発生を抑制する取り組み等も必要である。この他にも農産物を主原料として

生産するバイオ燃料政策について弾力的・機動的に運用することも必要である。この点は

次節で論じたい。 

 

（２） バイオ燃料政策の弾力的運用 

バイオエタノール及びバイオディーゼルといったバイオ燃料は，自動車用燃料として，

ガソリンや軽油に混合されている。バイオ燃料は，化石由来燃料からの代替エネルギーと

しての利用によるエネルギー安全保障問題への対応，温室効果ガス（GHG）の削減，農業・

農村経済の活性化等の目的により，世界中で導入が進められている。2004 年における世界

のバイオ燃料需要量は 4,301 万 KL から 2019 年には１億 8,304 万 KL まで増加した

（OECD-FAO, 2022）。2020 年は，COVID-19 パンデミックに対する各国の移動制限措置等
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の影響によるガソリン需要量の減少を受けて，バイオエタノール需要量は減少した。2021

年のバイオエタノール需要量は増加しているものの，パンデミック発生前の 2019 年の水

準を下回った（第５図）。一方，軽油に混合されるバイオディーゼルについては，インドネ

シア等においてバイオディーゼル混合率が上昇したこと等から，2020 年以降の世界のバイ

オディーゼル需要量は増加した（第６図）。 

2021 年のバイオ燃料需要量については，バイオエタノール需要量が 1 億 2,631 万 KL，

バイオディーゼル需要量が 5,468 万 KLとなっている（OECD-FAO, 2022）。また，第５図及

び第６図のように，世界のバイオ燃料需要量の増加率は鈍化しているものの，いまだに増

加傾向が続いている。2019～2021 年時点では，世界のバイオ燃料のうち 95％が農産物由来

原料から生産されており（OECD-FAO, 2022），最近の世界の食料需要におけるバイオ燃料

生産向けの割合は，第７図のように，菜種油需要量の 20.6％（2020 年度），大豆油需要量

の 19.5％（2020 年），サトウキビ生産量の 19.5％（2020 年度），パーム油需要量の 19.0％

（2020 年度），トウモロコシ需要量の 13.3％（2021 年度）となっている。菜種油のように

バイオ燃料生産向けの割合が 2011 年度以降，下落傾向にある農産物もあるが，パーム油

需要量におけるバイオ燃料の生産向け割合については，2005 年以降，インドネシア及びマ

レーシアにおける生産量が増加したことから，変動を伴いながらもその使用割合が上昇し

ている。また，大豆油についても 2013 年以降，使用割合が上昇傾向にある。このため，原

料となる対象農産物によって差があるが，バイオ燃料生産は世界の食料需給に影響を与え

ている状況にある。 

 

第５図 世界のバイオエタノール需要量の推移 

資料：OECD-FAO（2022）より作成。 
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 第６図 世界のバイオディーゼル需要量の推移 

資料：OECD-FAO（2022）より作成。 

 

 

第７図 世界の農産物需要量に占めるバイオ燃料生産量の割合 

資料：Koizumi（2022）。 
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 世界最大のバイオエタノール生産国である米国では，2006 年以降，「再生可能燃料基準」

（Renewable Fuel Standard）を定め，トウモロコシを原料とする在来型，セルロース系原料

からのバイオエタノール，大豆油からのバイオディーゼル等の義務目標量を使用量の実績

値に基づいて，毎年，米国環境保護局（EPA）が定めている。なお，この「再生可能燃料基

準」は年度内に達成できない部分は「ウェーバー」として，翌年に積み増しすることが制

度上可能である。ただし，これまでも国際トウモロコシ価格が高騰した 2008 年にはテキサ

ス州知事から，2012 年にアーカンソー州，ノースカロライナ州，デラウェア州，メリーラ

ンド州知事等から EPA に対して，「ウェーバー」を要求したものの，EPA は再生可能エネ

ルギー義務量がエネルギー・トウモロコシ価格，食品価格に影響を及ぼす明確な因果関係

が見つからないことを理由にこれらの申請を却下した。また，2012 年に FAO も米国連邦

政府に対して，「再生可能燃料基準の義務量の弾力的な運用」を求めたものの，米国連邦政

府は上記と同様の理由で回答し，FAO からの要請は受け入れられない結果となった。 

 また，世界最大のバイオディーゼル生産・消費地域である EU では，欧州委員会が全輸

送用燃料に占める再生可能燃料割合の義務目標である「再生可能エネルギー指令」（RED: 

Renewable Energy Directive）を 2009 年に採択し，それ以降，バイオ燃料の普及拡大を行っ

ている。同委員会では，農産物由来のバイオ燃料生産について，上限値を設定しているも

のの，依然として農産物由来のバイオ燃料生産が大部分を占めている。同委員会では，２

年ごとに欧州議会及び欧州連合理事会に対して，バイオ燃料用原料の需要増加に伴う社会

的影響について報告する必要がある。特に，バイオ燃料政策が入手可能な価格での食料供

給確保，特に開発途上国の国民に対して，どのような影響を与えたかを調査し，バイオ燃

料政策が食料価格に重大な影響を与えたことが明らかな場合には是正措置を勧告すること

ができる。ただし，この影響評価は２年ごとであるため，食料価格高騰に迅速に対応でき

るとは言い難い措置となっている。 

一方，世界第２位のバイオエタノール生産国であるブラジルでは，サトウキビからのバ

イオエタノールを生産しており，バイオエタノールと砂糖との需給を調整するために農牧

供給大臣がガソリンへの無水エタノール(20)混合割合を 18.0～27.5％の範囲内で設定してい

る。これまでも，ブラジル農牧供給省では，無水エタノール混合割合をバイオエタノール

と砂糖の価格比に応じて機動的・弾力的に運用してきた実績がある(21)。また，主として大

豆油を原料とするバイオディーゼル生産においても大豆油の市場価格に応じて，柔軟に軽

油への混合率を変更している。アルゼンチンも主として大豆油を原料とするバイオディー

ゼルを生産しているが，2021 年は大豆油価格の高騰により，現行の軽油に対して 10％の混

合義務率を 5％まで引き下げる修正法案を成立させることで，大豆油からのバイオディー

ゼル生産を大幅に減少させた。また，コロンビアでも同様に 2021 年はサトウキビ由来のバ

イオエタノール混合率を引き下げた。そして，インドネシア及びマレーシアでは，パーム

油を原料とするバイオディーゼルを生産し，2020 年以降，軽油に 20％混合したバイオディ

ーゼルの普及を拡大させている。マレーシア政府はこれまでもパーム油の需給状況に応じ

て，バイオディーゼル混合率を弾力的に下方修正する措置を実施してきた。一方，インド
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ネシアではこれまでもパーム油価格の高騰による生産量減少による計画の遅れはあったも

のの，マレーシアのように政府が混合率を弾力的に修正するような政策が整備されていな

い状況にある(21)。 

現在，世界の多くの国・地域がバイオ燃料の義務目標量の設定や混合義務等によるバイ

オ燃料政策を導入して，農産物の需要を支えているが，こうした政策は，政府がバイオ燃

料需要を一定期間保証することを意味する。こうした政府による保証された確実な需要が

ある限り，バイオ燃料需要は農産物価格の「下支え」効果として機能し，農産物価格は下

落しにくい需給構造となる。一方，農産物は食料として消費されるとともに，農民にとっ

て重要な所得源である点も重要である。特に，途上国の貧困者の約 75％が農村地域に住み，

生計の大部分を農業や関連産業に依存している（HLPE, 2013）。 このため，中長期的には，

バイオ燃料生産を通じて，農産物価格を下支えし，価格の暴落を防ぐことは，こうした農

民の所得安定・向上にもつながる効果が期待できる。バイオ燃料による農産物価格の下支

え効果については，価格下落が継続する場合には農民の所得安定・向上にも寄与できるた

め，中長期的なフードセキュリティの確保の観点から，バイオ燃料政策は今後も維持すべ

きものと考える。ただし，バイオ燃料政策によるこの下支え効果は，農産物価格高騰時に

は世界の栄養不足人口の増加を招き，各国のフードセキュリティの確保にとって，悪影響

を与える。このため，今回のような農産物価格高騰時には，農産物の価格動向に応じて，

バイオ燃料のガソリンや軽油に対する義務混合率を下方修正する政策を機動的・弾力的に

実施することが重要である。ブラジル，アルゼンチン，マレーシア，コロンビアではこう

した政策を有し，これまでも機動的・弾力的に運用してきた実績を有する。ただし，米国，

EU では政策的にバイオ燃料使用量を軽減できる措置は有していても，機動的・弾力的に

運用してきた実績がない状況にある。また，インドネシアでもこうした政策が整備されて

いない。このため，米国，EU，インドネシアにおいては，原料である農産物価格に応じて，

バイオ燃料混合率や混合量を柔軟かつ機動的に下方修正できるような対応を行うことが急

務であると考える。 

 

６．おわりに 

 

2022 年 2月のロシアによるウクライナ侵攻は，世界のフードセキュリティに対して大き

なリスク要因となっている。具体的には，ウクライナにおける農産物生産・輸出リスク，

ウクライナからの農産物輸送リスク，農業投資・労働力不足，国際的には世界全体の穀物

等需給・価格上昇リスク，生産投入財価格上昇リスク，世界的な経済成長率減速に伴う栄

養不足人口増加等のリスクを抱えている。一方，世界の栄養不足人口の割合は，これまで

減少傾向にあったものが，わずかながら上昇傾向に転じており，現在も世界のほぼ 10 人に

1 人が栄養不足に苦しんでいる状況にある。このため，ロシアによるウクライナ侵攻は，

ロシア・ウクライナ農業生産・輸出のみならず，世界の食料需給・フードセキュリティに

とって，大きなリスク要因となっている。特に，食料価格の上昇は，先進国よりも開発途
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上国，所得階層が比較的高い階層よりも低い階層に大きな影響が生じやすい点に注意が必

要である。また，地域別には，サハラ以南アフリカ地域，中近東・北アフリカ地域が世界

の小麦，トウモロコシ，植物油輸出量減少からのショックに対して最も脆弱な地域である

ことが予測されている。このため，今後はこれらの地域への支援を重点的に行う必要があ

る。 

 今後，脆弱性が見込まれる世界のフードセキュリティに対する今後の政策的対応として

はつぎの７点があげられる。まず，第１に，ロシアにより侵攻されたウクライナについて

は，緊急食料支援等の人道的な支援が急務である。第２に，ウクライナにおいて農業投資

や投入財の供給が早期に回復できるように国際的支援・協力が必要である。第３に，フー

ドセキュリティの脆弱性が増加している開発途上国については，緊急食料援助による迅速

な食料の供給体制が必要となる。また，中長期的にはこれまで以上に農業投資の継続的な

実施や先進国も含めて所得が低い層への価格上昇の影響を緩和するための補助・支援措置

が必要であるとともに，肥料・エネルギー，飼料価格高騰による農業生産コスト上昇を緩

和する補助措置も必要である。第４に，世界のフードセキュリティの確保を妨げるリスク

のある農産物・食品、農業投入財の輸出規制を今後も厳しく監視していくことが国際社会

として重要である。第５に，適切な在庫管理システム，食料不足時における柔軟な在庫放

出が必要となる。第６に，フードサプライチェーンの充実も世界のフードセキュリティの

確保にとって重要な要素である。第７に，バイオ燃料政策の弾力的運用があげられる。現

在もバイオ燃料原料の 9 割強が農産物で占められている状況下，米国，EU，インドネシア

においては，食料価格の高騰に応じて，バイオ燃料混合率や混合量を柔軟かつ機動的に下

方修正し，食料需給に与える短期的な悪影響を緩和できるような措置を実施することが急

務であると考える。 

現在，国際社会では，ウクライナ侵攻による直接的な影響として，ウクライナへの支援

に関心が集中しやすい傾向にあるが，同侵攻による食料価格の更なる上昇や経済成長率の

低迷により，脆弱性が増加している途上国のフードセキュリティの状況をさらに悪化させ

る危険性がある。世界の栄養不足人口と同義語で使用される飢餓は，飢饉のみならず貧困

とも密接に関係している。特に，貧困問題は，COVID-19 パンデミックに加えて，ウクラ

イナ侵攻により，更に深刻な問題となることが考えられる。飢餓を減らすには，食料の増

産のみなならず，貧困を解消し，必要な食料を購入できるように十分な所得を得られるよ

うにすること，そして人々の食料の均等分配を阻害する社会的慣習等を変えていくことも

重要である。世界的な飢餓人口の克服は，人類の悲願であり，この問題解決に向けて，関

係国連・国際機関等が関係国・政府に加えて全ての関係者との強力な連携体制で不断の努

力を今後も継続して実施していくことが必要である。 

 

注 (1) 2023 年 3 月末現在。 

(2) 期末在庫率＝期末在庫量×100/消費量。 

(3) 米国農務省チーフエコノミスト室アリタ上級エコノミストからのヒアリング結果（2022 年 9月）。 

(4) 2023 年 3 月末現在。 
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(5) オイルミールは，油糧種子から油分を搾油したオイルミールは，高蛋白を含むことから飼料用に主として使用

されている。 

(6) 国際農林水産業研究センター（JIRCAS）生産資源・利用領域吉橋忠プロジェクトリーダーへのヒアリング結果

（2022 年 7月）。 

(7) この他にも米国は 1975年にソ連向け穀物輸出を禁止した。 

(8) 2023 年 3 月末現在。 

(9) 2014-2016 年の穀類，植物油，乳製品，肉類，砂糖の平均価格を 100 として，同年の各輸出額に占める割合で加

重平均した価格指数。 

(10) 「交換権原」とは所有する物との交換で入手できる様々な財の組み合わせからなる集合体であり，所有する交

換と交易，生産あるいは両者の組み合わせを通じて行われ，飢餓は，食料生産がどれだけあるかによって決まる

ものではなく，人々の財の所有関係，つまり「権原」（entitlement）によって決まるものである（Sen, 1981）。 

(11) 日本の「食料安全保障」は国レベルでのフードセキュリティと位置付けられる。日本の「食料安全保障」は，

「予想できない要因によって食料の供給が影響を受けるような場合のために，食料供給を確保するための政策や

その機動的な発動のあり方を検討し，いざというときのために日頃から準備しておくこと」（農林水産省）を意味

する。 

先進国の「食料安全保障」は，フードセキュリティという包括的な概念に含まれるが，あくまでもその一部で

あり，部分集合である（生源寺，2013）。 

(12)  詳しくは小泉（2021）を参照されたい。 

(13) 栄養不足人口の増加と同時に世界では成人の肥満の問題も深刻化している。詳しくは小泉（2021）を参照され

たい。 

(14) 筆者は 2019 年 4 月から 2022 年 4 月まで OECDにおいて，「OECD-FAO農業見通し」のうち穀物，バイオ燃料

等の需給見通しを担当した。 

(15) 肥料価格指数は，尿素，リン酸二アンモニウム，重過リン酸石灰，炭酸カリウムを含む。 

(16) エネルギー価格指数は，石炭，原油（ブレント），天然ガス価格（欧州，日本，米国）を含む。 

(17) 穀物価格指数は，コメ，小麦，大麦，トウモロコシを含む。 

(18) 飢餓と飢饉の問題については，小泉（2021）を参照されたい。 

(19) 世界の飢餓の問題への対応については小泉（2021）を参照されたい。 

(20) 無水エタノールとはアルコール分 99.3％以上のものである。 

(21) 詳しくは小泉（2018）を参照されたい。 
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